
ESG経営 ガバナンス

コーポレートガバナンス

NSKは、持続的な成長かつ中長期的な企業価値の向
上のためには、透明･公正かつ迅速な意思決定を行うた
めの仕組みが不可欠であると考えています。この実現の
ために、次に示す4つの指針に基づいてコーポレートガ
バナンス体制を構築しています。

コーポレートガバナンス体制基本的な考え方

NSKは、左記の基本的な考え方をより良く実現できる機関設計として指名委員会等設置会社を採用しています。取締役
会は、NSKグループの持続的な成長かつ中長期的な企業価値の向上に貢献することを目的として経営の基本方針等の決定
にあたるとともに、業務の執行の決定を執行機関へ積極的に委任し、その執行状況を適切に監督しています。CEOは、取締
役会から執行機関に委任された業務の執行の決定および業務執行全般について最高の権限と責任を持ち、執行役はその指
揮の下、職務の分掌に基づいて業務を執行します。

現在のコーポレートガバナンス体制の状況

2015年～2006年～2004年～1999年～

コーポレートガバナンス体制の変遷

より詳しい
情報は、こちらを
ご覧ください。 ▶ 

コーポレートガバナンス体制構築の指針

取締役会から業務の執行の決定について
執行機関へ積極的に委任することにより、
経営の効率性および機動性を向上させること

監督機関と執行機関とを分離することにより、
監督機関の執行機関に対する監督機能を
確保すること

監督機関と執行機関とが連携することにより、
監督機関の執行機関に対する監督機能を
強化すること

コンプライアンス体制を強化することにより、
経営の公正性を向上させること

1

2

3

4

1999年
● 報酬委員会（任意）を設置
2003年
● 監査委員会（任意）を設置

2004年
● 指名委員会（任意）を設置
● 会社法における指名･
   監査・報酬委員会を設置

2017年
● 各委員会の委員長は全て社外取締役

委員会

2010年
● NSK独自の社外取締役の
   独立性に関する基準を策定
● 社外取締役全員を
   独立役員として
   （株）東京証券取引所に
   届出

機関設計

1999年 2003年 2004年 2005年
● 1/3以上が
   社外取締役

2018年
● 女性取締役を
   登用

1999年
●  執行役員制度の導入

2004年
●  委員会等設置会社へ移行

2006年
●  委員会設置会社へ移行

2015年
● 指名委員会等
   設置会社へ移行

2025年
● 執行体制の
   スリム化

2020年
● 過半数が
   社外取締役

2021年
● 非業務執行
   取締役が
   取締役会議長

社外 1名 社外 2名 社外 3名 社外 4名 社外 5名 社外 5名

社内 7名社内 6名 社内 7名 社内 8名 社内 8名

9名 11名 12名 12名 9名

※円グラフは取締役の人数

社内 4名7名

取締役会の構成
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https://www.nsk.com/jp-ja/company/about-us/corporate-governance/
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コーポレートガバナンス体制図 （2025年8月現在）
社外取締役（男性） 社外取締役（女性）社内取締役（女性）社内取締役（男性）

株主総会

監督機関執行機関

連携

代表執行役社長・CEO

提案・報告取締役の選任・解任等

取締役会

議長

９名
社内４名
＋

社外５名

報告
委員会委員の
選定・解職

執行役の
選任・解任

委任・監督

報告

経営監査部

〈モニタリング機能〉

オフィサーズ・
ミーティング

〈情報の共有化〉

経営会議

〈意思決定補助機関〉

指名委員会

委員長

3名
社外2名
＋

社内1名

報酬委員会

委員長

3名
社外2名
＋

社内1名

監査委員会
3名

社外2名
＋

社内1名委員長

指示

連携

報告

指示

諮問

報告

指示

危機管理
委員会

情報開示
委員会

コアバリュー
委員会

答申

指示

報告

● 監督機関
取締役会 FY2024の開催実績 10回

FY2024の主な活動内容
●  連結決算、剰余金の処分、内部統制シス
テム構築の基本方針、執行役の選任

●  全社リスクマネジメント体制とFY2024
の全社リスク

●  指名、監査、報酬委員会の活動状況
●  政策保有株式の保有の合理性の検証
●  機関投資家との対話結果
●  取締役会の実効性評価  
●  予算運営方針
●  MTP2026の数値目標の更新
●  MTP2026の進捗のモニタリング
●  ステアリング事業のモニタリング

議長 非業務執行取締役
目的・権限
●  経営の基本方針の決定等の
法定決議（業務の執行の決定
の執行役への委任を含む）

●  執行役等の職務の執行の監督

指名委員会 FY2024の開催実績 6回

FY2024の主な活動内容
●  取締役会の構成（スキル・マトリックスを含む）
●  FY2025取締役候補者案
●  社外取締役候補者の確保
●  CEO後継者計画の進捗のモニタリング

委員長  社外取締役
目的・権限
●  株主総会に提出する取締役
の選任および解任に関する議
案の内容の決定

監査委員会 FY2024の開催実績 14回

FY2024の主な活動内容
●  監査計画に基づく経営上の重要な課題
（新しい全社リスクマネジメント体制によ
る管理等）の監査の実施および提言

●  会計監査人の評価（重要事項等の協議お
よび三様監査を含む）

委員長 社外取締役
目的・権限
●   取締役および執行役の職務の
監査および監査報告の作成

●  会計監査人の選解任等に関
する議案の内容の決定

報酬委員会 FY2024の開催実績 6回

FY2024の主な活動内容
●  役員の報酬等の額の決定に関する方針
●  取締役および執行役の個人別の報酬等
の内容

●  FY2025役員報酬制度

委員長 社外取締役
目的・権限
●  取締役および執行役の報酬等
の決定に関する方針の決定

●  取締役および執行役の個人
別の報酬等の内容の決定コアバリュー委員会 FY2024の開催実績 4回

委員長 社長・CEO 委員 代表執行役専務、執行役専務、執行職

目的・権限
●  コアバリュー（安全・品質・環境・コンプライアンス）推進・強化のための方針の議論や関連リスクの共有
●  コアバリューに関する全社的課題の設定と課題解決に向けた提言と進捗のモニタリング
●  サステナビリティ活動の推進

2025年4月～
執行体制のスリム化

経営判断を行う執行役の役割・責任をより一層明確化し、さらなる意思決定の迅速化を図
り、効率的な経営を推進するため、執行役の人数を20名から6名へ変更しました。
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スキル・マトリックスの項目選定理由

分野 選定理由

企業経営 業務執行を適切に監督するため、経営トップとしての事業運営の経験、企業変革への知見が有用であり、経営陣による適切なリス
クテイクと迅速果断な意思決定を促す企業経営の経験が必要と考えています。

財務／会計・資本政策 経営視点での適切な資本配分に基づき、収益力の向上や資本効率を踏まえた経営判断を行うことが必要と考えています。

技術／生産 技術の進化と事業環境の変化に即した経営戦略が必要であり、新分野／新領域を含む技術動向や安全・環境を含めたモノづくり
への知見が必要と考えています。

デジタル デジタル技術を活用し、経営資源の強化を目指しています。デジタル技術の進化とそれらを活用した事業運営を適正にモニタリン
グするためにデジタル分野の経験や知見が必要だと考えています。

サステナビリティ 環境・社会（人権・人材育成・ダイバーシティ）など持続可能性に配慮した経営を通じて企業価値を向上させることが必要と考えています。

共通するスキル・経験・知識

コーポレート
ガバナンス

NSKがグローバル事業展開を継続していくため、適切なガバナ
ンス体制の確立が必要であり、グループ全体での経営監督の実
効性向上のためにも重要であると考えています。

リスク
マネジメント

企業価値の向上並びに持続的な成長を実現するため、適正かつ
効率的な業務遂行を通じた内部統制の構築・運用および事業に
かかわる多様なリスク管理が重要であると考えています。

グローバル
事業運営

NSKはグローバルに事業展開してきており、地政学、経済情勢や
政策動向、並びに市場の動向等を適宜経営戦略並びに事業戦略
に反映していることから、当該事項に関する経験・見識等が重要
であると考えています。

取締役会のスキル・マトリックス

取締役氏名 社外
取締役

期待するスキル・経験・専門性 指名
委員会

監査
委員会

報酬
委員会

社外取締役に
期待する役割企業経営 財務／会計・資本政策 技術／生産 デジタル サステナビリティ

市井 明俊 ● ● ● ◯
鈴木 啓太 ● ● ● ◯
山名 賢一 ● ●

吉田 ルリ子 ● ● ◯
津田 純嗣 ● ● ● ◎ 経営戦略

泉本 小夜子 ● ● ● ◎ 財務／会計、
内部統制システム

藤塚 主夫 ● ● ● ● ◯ 経営戦略、財務／会計

林 信秀 ● ● ● ● ◎ 経営戦略、資本政策

鹿島 章 ● ● ● ● ◯ ◯ 財務／会計、
内部統制システム

NSKの取締役会の構成は、NSKの中長期の事業戦略や経営
課題に鑑み、備えるべき専門性・業務経験等の多様性を考慮し、
その規模は議論の実効性を高めるものとしています。個々の取締
役の選任にあたっては、各人の事業や経営全般、あるいは専門領
域における経験・知見に加え、経営者としての高い倫理観とコー
ポレートガバナンスやリスクマネジメントへの見識、グローバル事
業運営への知見を求めています。なお、経営理念・中期経営計
画の推進と実現に資する監督機能の強化のため、取締役の各人
には企業経営、財務／会計・資本政策、技術／生産、デジタル、
サステナビリティのスキル・専門性・経験を期待しています。

：委員長 ：委員

取締役会は、業務の執行の決定を執行機関へ積極的に委任し、その執行状況を適切に
監督するとともに、中長期的な経営課題･方向性等に関するテーマの討議を行っています。
また、取締役会の議論の活性化のため、取締役全員に対する取締役会資料の事前配付に
加え、担当役員および取締役会事務局による議事についての詳細な事前説明など、適切な
情報提供を行っています。

説明・討議時間の推移 討議時間の内訳比率

FY2022
平均時間（分） 141

815

592
1,407 

FY2024FY2023
164

938

703

1,641

166

930

732

1,662

（分） ■ 討議時間　■ 説明時間 ■ MTP2026関連・中長期テーマの討議時間
■ 決議･報告事項の討議時間

FY2024

53%

47%

FY2023

41%

59%

FY2022

37%

63%

0

500

1,000

1,500

2,000

取締役会の充実に向けた取り組み

ESG経営 ガバナンス

コーポレートガバナンス
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に反映していることから、当該事項に関する経験・見識等が重要
であると考えています。

取締役会のスキル・マトリックス

取締役氏名 社外
取締役

期待するスキル・経験・専門性 指名
委員会

監査
委員会

報酬
委員会

社外取締役に
期待する役割企業経営 財務／会計・資本政策 技術／生産 デジタル サステナビリティ

市井 明俊 ● ● ● ◯
鈴木 啓太 ● ● ● ◯
山名 賢一 ● ●

吉田 ルリ子 ● ● ◯
津田 純嗣 ● ● ● ◎ 経営戦略

泉本 小夜子 ● ● ● ◎ 財務／会計、
内部統制システム

藤塚 主夫 ● ● ● ● ◯ 経営戦略、財務／会計

林 信秀 ● ● ● ● ◎ 経営戦略、資本政策

鹿島 章 ● ● ● ● ◯ ◯ 財務／会計、
内部統制システム

NSKの取締役会の構成は、NSKの中長期の事業戦略や経営
課題に鑑み、備えるべき専門性・業務経験等の多様性を考慮し、
その規模は議論の実効性を高めるものとしています。個々の取締
役の選任にあたっては、各人の事業や経営全般、あるいは専門領
域における経験・知見に加え、経営者としての高い倫理観とコー
ポレートガバナンスやリスクマネジメントへの見識、グローバル事
業運営への知見を求めています。なお、経営理念・中期経営計
画の推進と実現に資する監督機能の強化のため、取締役の各人
には企業経営、財務／会計・資本政策、技術／生産、デジタル、
サステナビリティのスキル・専門性・経験を期待しています。

：委員長 ：委員

取締役会は、業務の執行の決定を執行機関へ積極的に委任し、その執行状況を適切に
監督するとともに、中長期的な経営課題･方向性等に関するテーマの討議を行っています。
また、取締役会の議論の活性化のため、取締役全員に対する取締役会資料の事前配付に
加え、担当役員および取締役会事務局による議事についての詳細な事前説明など、適切な
情報提供を行っています。

説明・討議時間の推移 討議時間の内訳比率

FY2022
平均時間（分） 141

815

592
1,407 

FY2024FY2023
164

938

703

1,641

166

930

732

1,662

（分） ■ 討議時間　■ 説明時間 ■ MTP2026関連・中長期テーマの討議時間
■ 決議･報告事項の討議時間

FY2024

53%

47%

FY2023

41%

59%

FY2022

37%

63%

0
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1,000
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取締役会の充実に向けた取り組み

ESG経営 ガバナンス

コーポレートガバナンス
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NSKは、取締役会が適切に機能しているかを検証し、かつその実効性のさ
らなる強化を目的とした取締役会の評価を、FY2015以降毎年実施していま
す。評価に際しては、客観性を確保するため外部の専門家に委託し、全取締
役に対するアンケートおよびアンケートの回答を踏まえた個別のインタビュー
を実施しています。
FY2024は、アンケートおよび個別インタビューの結果、資本市場の目線を
意識した取締役会議論が加速した他、指名・監査・報酬の各委員会の検討事
項や討議内容等を取締役会と共有、取締役会で活発な議論が交わされるなど
取締役会の実効性が向上していることが確認されました。

FY2022の課題 FY2023の取り組み

事業構造改革に
向けた取締役会の
役割共有

● 取締役会議長、社外取締役およびCEOが取締役会
の議題を討議し、決定するプロセスを開始

● ステアリング事業の合弁会社設立に関して、踏み
込んで関与

MTP2026
モニタリングの
徹底・充実

● 取締役相互のモニタリングの認識合わせと執行側
との連携

● MTP2026テーマに関する討議の充実

社外取締役の貢献の
さらなる深化

● 現場視察、工場における取締役会再開による社外
取締役の事業理解の深化

● 社外取締役同士の定期会合の再開によるコミュニ
ケーションの充実

FY2023の課題 FY2024の取り組み

ステークホルダー視点に
よる議論の充実

● 機関投資家と社外取締役との対話の実施を経
て、資本市場の視点をより意識した取締役会での
議論を実施

● CEO選解任基準の明確化等、資本市場の視点を
踏まえて取締役会が主体的にガバナンスに関与

モニタリングのさらなる
高度化

● MTP2026について前年の状況を踏まえ、取締
役会で数値目標見直しを議論

● MTP2026で掲げる重要テーマの進捗について
執行側からの報告をもとに取締役会での討議を
実施

「守り」の領域への意識
合わせと適切な関与

● 監査委員会からの報告をもとに、新しいリスク管
理体制の実効性と効果について確認

指名委員会のテーマへの
適切な関与

● 指名委員会での討議内容について、取締役会へ
情報共有

● CEO後継者計画のプロセスや考え方の取締役
会への共有

FY2024の課題 今後の主な取り組み

大局的・中長期的視点に
よる戦略討議・モニタリング

● 取締役会が注力すべき経営テーマについて取
締役間での認識合わせ 

取締役会構成の在り方の
検討 

● 経営環境に照らした最適な取締役会の構成 

実効性の高い討議に
資する事業理解の促進 

● 取締役の現場視察や執行側とのコミュニケー
ション機会の充実 

討議時間の確保 
● 取締役会の開催頻度、１回あたりの開催時間
の見直し 

評価プロセス

討議内容 関連ページ

MTP2026のモニタリング

ー 方針と数値目標 ● FY2026の数値目標の変更とPost2026の目指す姿

ー 産業機械事業 ● 海外アフターマーケット販売拡大の進捗等

ー 自動車事業 ● 電動化に伴う新製品・新技術の拡大進捗等

ー デジタル・トランスフォーメーション ● 基幹システムの刷新、サプライチェーン全体最適化プロジェクトの進捗

討議内容 関連ページ

ステアリング事業
● 「収益改善」「経営のスタンドアローン化」「モニタリング強化」の進捗と「新しいパー
トナー探し」に関する討議 P.11,50-51

欧州構造改革 ● 当初方針に対する振り返りと見直し計画／追加施策の検討 P.10,26-27

サステナビリティ ● サステナビリティ推進体制に関する提言 P.40

■ 対象者：取締役９名
■ アンケート項目： ❶経営戦略・リスク管理  ❷取締役会の構成  ❸取締役会の役割・プロセス  ❹会議運営
 ❺ステークホルダーエンゲージメント  ❻CEO後継者計画  ❼委員会等  ❽カルチャー  
 ❾取締役の貢献  10討議テーマの重要度と議論量
■ 個別インタビュー：アンケートの回答を踏まえ、外部の専門家による個別インタビューを実施

外部の専門家が
対象者へのアンケート
および個別インタビューを
実施

次年度における
課題の検討・取り組み

取締役会にて
評価結果の共有、
議論を実施

アンケートおよび個別
インタビューの結果に
基づき、外部の専門家が
分析・評価を実施

取締役会の実効性評価

FY2024のMTP2026関連・中長期テーマ

P.20-25
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